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復興まちづくり復興まちづくり

谷下雅義

中央大学理工学部都市環境学科

報告内容

• 今回求められる「復興」とは

• 陸前高田の被害

• 私たちの活動

• 津波によってクリアになったこと

• 防潮堤 問題

• 大学にできること

今回求められる「復興」と今回求められる「復興」とはは

• 人口減少・少子高齢化
<第1次産業>

• 失われた20年/Losing Japan

• 持続可能な環境と風土づくり

• 土木事業はあくまでも手段．

陸前高田人口予測 人口問題社会保障研究所

総人口

22182

20751

65歳以上

就業者数(2005)
人口10万人当たりの施設数（施設数／10万人）

http://www.buildcon.arch.t.u‐tokyo.ac.jp/shinsai/html/iwate_shikuchoson/rikuzentakada/

面積100ｋ㎡当たりの施設数（施設数／100k㎡）
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第1次産業 第2次産業 第3次産業

産業別就業者一人当たり生産額（千円）

全国 岩手県 盛岡市 陸前高田市

1667- 菅野杢之助 1716- 松坂新右衛門

・昭和 ２年 日本百景 高浜虚子・石川啄木

・昭和 ５年 東北十景

高田松原 大肝入

昭和 ５年 東北十景
・昭和１５年 名勝 高田松原（国指定文化財）
・昭和３３年 都市公園 新日本百景
・昭和３９年 陸中海岸国立公園 新沼兄弟

・昭和５７年 東北観光地六十景
・昭和５８年 日本の名松１００選
・昭和６１年 森林浴の森日本１００選
・昭和６２年 白砂青松１００選
・平成 元年 Ｃ.Ｃ.Ｚ 整備計画策定

日本の都市公園１００選
・平成 ８年 日本の渚１００選
・平成 ８年 海と緑の健康地域
・平成18年 日本の歴史公園100選



2

甚大な被害甚大な被害

死亡者数（震災分）1,735人(病死・事故死など) 
464人，行方不明者数14人，確認調査中15人，
住宅被害3,368戸，うち全壊3,159戸（被災前
2011.1.31 人口24,246人，世帯数8,068世帯）

一時避難所：過去の災害
を基準にした津波被害予
測をもとに，高台の神社な
どのほか公民館や小学校
など計68カ所が指定され
ていたていた．

初の警報：3m

低地の避難場所の大半が
被災．被害を拡大．

私たちの活動(1)

「モノはいらない．知恵を出してほしい」

• 専門を超えるチームで動く（4大学＋コンサル
タント） 市民と一緒にビジョンを考えよう たタント）．市民と一緒にビジョンを考えよう．た
だし財源・人材には限界．

• 行政は事務処理に追われる．職員も多数被災．

コンサルも含め，市民と向き合う余裕がなかった．

私たちの活動(2)

• 2011年4月以降 NPO立ち上げ提案
• 5月 市役所訪問 協力依頼あり
• 6月 コンサル決定 ワークショップ
• 8月 仮設住宅団地調査１
• 9月 「こんなまちになったらいいな」発表会
• 10月 防潮堤高さ提示 高田松原を守る会との協議
• 12月 復興計画策定 国営公園勉強会
• 2012年1月 ワークショップ 津波記念碑調査
• 3月 気仙塾 広田地区復興マスタープラン
• 防潮堤説明会開始
• 5月 URに協力要請 市長副市長説明 議員勉強会
• 6月 住宅再建勉強会 歴史文化シンポジウム
• 7月 緑の防潮堤構想
• 8月 気仙塾 仮設住宅団地調査2 UR：CMR
• 9月 請願
• 10月 区画整理説明会 緑の防潮堤請願不採択

市民の思い
(1月)

津波によってクリアになったこと
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貞観地震津波

気仙川

横田・矢作 竹 駒 長部・今泉 高田・米崎 小友・広田

貝塚

気仙郡司

玉
山

重
倉

郡司：金氏

内館
千葉氏

八幡館
米崎館伊達

吉弥侯部

縄文
弥生
古代

中世

近世

二日市
館

藤原
葛西

雪升

陸前高田市概略年表 2012.05.26 グリーンインフラ研究会作成

地区
時代

慶長地震津波

文化財レスキュー まつり再生 一本松 根岬
東日本大震災

明治・昭和地震津波

山

津波記念碑

米崎館

今泉宿
大肝入

道慶神社
新田開発

高田松原
今泉松原

伊達

低地開発

近世

近代

現代

気仙川大洪水

大船渡線

沢山

人口のピークは1960年前後．

大正2年の地図
青：今回浸水したエリア

赤：今回建物被害が大きかったエリア

高田の市街化の進展は
高度成長期以降．それまでは農地

津波とつきあう知恵津波とつきあう知恵

（広田町根岬）

美味しい食：津波を憎んでいない．
第 次産業の 次産業化

ゆい
もやい

モノや労力の
相互扶助
消防団

⇒第1次産業の6次産業化
(農商工連携)が基本．

すまいとしごと
の早期再生

防潮堤問題

• 海岸法改正（H11) 防災，利便性，環境を総合的に満たすように海岸保全施設を
管理する．基本方針策定には住民参加規定なし．（ｃｆ．河川法） 漁港などは別．

• 国の中央防災会議専門調査会

海岸保全施設等の整備対象とする津波高を大幅に高くすることは、施設整備に
必要な費用 海岸の環境や利用に及ぼす影響などの観点から現実的でない しかし必要な費用、海岸の環境や利用に及ぼす影響などの観点から現実的でない。しかし
ながら、人命保護に加え、住民財産の保護、地域経済活動の安定、効率的な生産拠
点の確保から、頻度の高い一定程度の津波に対し海岸保全施設等の整備が必要。

災害復旧方針：被災した海岸堤防の本復旧は概ね5 年以内での完了を目指す

• H23 .7 月 国交省と農水省「設計津波の水位の設定方法等について」を

各海岸管理者（県・市町村）に通知．

「堤防高さは環境保全，周辺景観との調和などに配慮して

海岸管理者が適切に設定する」

防潮堤

海岸利用（漁業・観光），
景観，生態系，維持管理，

費用対効果など

社会環境地域全体の

すまい しごと の再生 ＝ 何をどう守るか

防潮堤
津波防護施設

避難システム

災害復旧
（負担法）

<海岸の管理>
国：河川局・港湾局
水産庁・農村振興局

県・市

社会環境
アセスメント

地域全体の
コーディネート

モラル
ハザード
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防潮堤と土地利用の組み合わせ

• 1．ハード：高い防潮堤 ＋低地の従来利用

• 2．移 転：従来の防潮堤＋高台移転

• 3．避 難：従来の防潮堤＋低地利用

＋避難システム（避難場所整備）

4．自然に戻す（干潟・湿地）

釜石市唐丹
「浪（なみ）を砕き 郷（さと）を護（まも）る」
堤防脇に残された石碑の力強い言葉が切ない．

陸前高田のケース

• 2011年9月 国 湾単位のL1 広田湾12.5m／広田湾外洋・大野湾12.8m

• 岩手県が（国より詳細な）地域海岸単位でのシミュレーション．2012年3月より
漁港単位で被災した人を対象に以下の3案から選択してもらう会を開催

（→が漁港名称と決まった高さ）．

a)地盤沈下分をかさ上げした現行高

→根岬6.3石浜6.8ｍ （田の浜3.1m）

b)海岸別に数十～百数十年単位で起きる 大規模の津波（例：長部10.1，要谷

6.7m）でも浸水を防げる高さ →大陽8.8大野・田谷・六が浦10.4只出10.9m

c)国土交通省が示した復旧高の上限値

→広田湾：長部・要谷・脇ノ沢・両替・勝木田12.5m

• 高田松原海岸など漁港以外については，昨年12月に復興計画に関する住民
説明会が行われたのみ．

⇒ （高田）8‐10m嵩上げ（長部など）高台移転 との整合性は？

高田松原海岸と高田地区

http://jcp‐iwate.jp/pdf/kesen/rikuzentakata/rikuzentakataminpou195.pdf

請願の提出

理由：市民参加のもと，連続した緑の防潮堤整備により，海辺・水辺
を軸とした自然環境の保全・再生および海辺・水辺利用のしやすさの
向上を図るべき．

請願の内容

• ガレキなどの活用した“土の防潮堤・堤防”の構造を基本• ガレキなどの活用した 土の防潮堤 堤防 の構造を基本．

• なるべく広い湿地・干潟・砂浜・松林の確保／自然に配慮した護岸．

• 防潮堤・堤防の背面は可能な限り幅の広い盛土造成を行って
堤防の強化と樹林帯を形成．畑地・果樹園などの盛土造成・整備
により，付加価値の高い新しい農業の育成．

• 堤防天端は緑のネットワークとして通路を整備し，中世城館など
と結ぶことで避難経路・避難場所として活用，新しいツーリズムの
活性化．

• 段階的整備．計画高と施工高は使い分けるべき．
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防潮堤問題 再考：気仙沼市本吉町気仙沼市本吉町小泉小泉地区地区

0         250m2010年 2011年

①海岸線が約200m後退
②松原が消失
③河口汽水域が消失

①新たな浜が形成された
②広大な塩性湿地が出現
→三陸有数の規模で貴重横山（首都大）

復旧計画図

☆海の中に防潮堤を復旧するため，
砂浜の復旧が困難

☆低地は高さ約14mのコンクリートで
四方を囲われて無機質な風景になる

☆風が淀む

☆海が見えない

横山（首都大）

三陸道（標高25m）

国道（標高14.7m）

海岸堤防（標高14.7m）

河川堤防（標高14.7m）

沖合ブロック

☆海が見えない

☆L2津波で水没してかえって危険．

91m

14.7m

唐桑町舞根２区の高台移転・移転跡地利用

①住宅街は標高40mの高台に移転し，浸水区域に住居は
つくらない（養殖作業場のみ）

②津波・地盤沈下により海岸沿いの住宅地が干潟になり

③干潟が冠水して海になった

①高台移転（守るべき資産はなくなる）

③水際でヒラメの稚魚が生育

②干潟にはアサリが発生

横山（首都大）

☆高台移転による安全性確保

☆跡地の自然環境利用

☆環境教育や自然再生プロジェク

トにより若年層を呼び込む

☆産業・雇用の創出

防潮堤は何を守るのか？

• L1とL2を区別→L1では「命」を守りきれない．

守るのは「財産」

考慮されていない財産： 守る財産：考慮されていない財産：

生態系（干潟・湿地）
海での生業
海と付き合ってきた
歴史・文化的景観

→ そこに立地する

のは豊かな海や森
があるから

ミチゲーションとしての緑の再生

L1高規格
防潮堤

守る財産：
生産資本

防潮堤高さと社会的費用

費用

建設＋
維持管

高さ被災前 L1 L2

維持管理

財産価値＊
失われる確率
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総費用

費用

建設＋維持管理
＋生態系・風景
＋歴史文化

高さ

財産価値（土
地利用）＊失
われる確率
（避難システ
ム）

被災前 L1 L2

大学にできること

• すまい／商店街／公園活動：反対者が少なく，
目的が明確→ワークショップ
– 長洞元気村 広田マスタープラン

– 仮設商店街・カフェ・緑空間・仮設住宅環境整備

• 学生との交流機会，笑顔を増やす／学びの場
– 気仙塾，南三陸ツーリズム

• 水辺・堤防・幹線道路：財産権に直結．個々人の
利害が絡む．専門家も少ない．長期的な事象
– 大きなビジョン cf．岩沼 ???

A先生の意見

• 大学人としての主張は、専門分野で科学的に
説明する。それが職能。

• 専門外のことを大学人という肩書きで主張し
てはならないてはならない。

防潮堤：高台移転する住民の関心は低い，
集まって話し合いをするのも容易ではない．
＋防潮堤の専門家は少ない

一納税者としては反対． 説明し理解を得る

モンテ・カセム（立命館大学副学長）

• 日本の強み：伝統的な知恵や暗黙知と近代的技術
⇒「地球環境保護」「世界平和の発展」

• 日本に欠けているもの
1 組織を超えて包括的にまとめていく仕組みづくり1．組織を超えて包括的にまとめていく仕組みづくり
2．多様な人の考えがごちゃまぜになる中でひらめきが
生まれる「オープンイノベーション型」の場づくり

多様性こそがとんでもない発想を生み出す．
→学問分野・国境を超える人間，広い意味で垣根を
超える力を持った人づくり

急ぎすべきこと：文化財レスキュー

整った街並みが戻っても文化財が残らない復興
は真の復興ではない。それはこの都市の自然、
文化、記憶の集積であり、陸前高田のアイデン
ティだからです」（熊谷賢氏）ティだからです」（熊谷賢氏）

※超えるべきこと
時間（短期と長期 高潮対策・漁港）
空間（被災地と市町村全体と集落）
人間（組織，専門分野）

中央大学「知の回廊」「被災地域と協創するエコツーリズム」Youtubeで配信中

南三陸町

ご清聴ありがとうございました
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〇海岸法改正（H11）：法の目的の改正（防護に環境・利用を追加）・一般公共海岸区
域の創設、計画制度(基本方針・基本計画）・国、地方との役割分担・技術基準の見
直しなど。

〇中央防災会議専門調査委員会（6.26）：頻度の高い津波に対する海岸保全施設等
による津波対策

・海岸保全施設等の整備対象とする津波高を大幅に高くすることは、施設整備に必
要な費用、海岸の環境や利用に及ぼす影響などの観点から現実的でない。しかしな
がら、人命保護に加え、住民財産の保護、地域経済活動の安定、効率的な生産拠点
の確保から、引き続き頻度の高い一定程度の津波に対し海岸保全施設等の整備が
求められる。

〇（通知）設計津波の水位の設定方法などについてH23.7.8 優先順位が逆転

・地域海岸ごとの津波設定，対象津波群の設定（数十年～百数十年に一度）、設計
津波の水位の設定

・堤防などの天端高：堤防の高さは設計津波を前提として海岸の多機能性、環境・景
観との調和、経済性・維持管理、施工性、利用などを考慮して海岸管理者が適切に
定める。

〇海岸における津波対策検討員会（11.15）
・設計津波の水位設定方法(海岸高さの設定手法）⇒ 計画高＝施工高に
・海岸堤防等の粘り強い構造

岩手県における海岸保全施設の整備目標の考え方

〇当初，慶長(1611)，明治(1896)，昭和(1933），チリ
(1960），東日本大震災（2011）の５つの地震をもとに，
（慶長およびチリを除き）シミュレーションにより海岸保全
施設がない場合の津波の水位を再現し，H2（既往第1位
により津波が乗り越えない高さ），H1（既往第2位 〃 ）
を設定 実現可能性 地域合意 土地利用制約 一体を設定．実現可能性，地域合意，土地利用制約，一体
的なまちづくりの観点からH2,H1.5,H1,H0.5,H0（現計画高）
から選択するという方針．
〇その後，通知により国の方針に従うことに．

〇「まちづくり」とセットで防潮堤を考えるスタンス
→いくつかの漁港では高い防潮堤をつくらない

平均浸水深
８m程度

現況天端高（堤防高T.P+5.5m）における東日本大震災津波（L2）による浸水範囲

http://www.pref.iwate.jp/~hp0212/fukkou_net/pdf_doc/tsunamibousai_04_01_sankou_1.pdf

災害危険

津波浸水想定
津波防災警戒

(建基法39/条例）【安全配慮義務】

市街化調整（都計法）
宅地造成規制

地域防災計画
（災害対策基本法）
津波防災推進計画
（津防法）

防

がけ近 津
波
防
災
拠
点

市
街
地
形
成

不動産評価
地震保険※

※東日本大震災
1兆2千億円超の支払い

規制・事業・補償津波防災・防潮堤を取り巻く制度

津波防災警戒

特別
警戒

(水防法）
（津防法）

防潮堤
津波防護施設
避難システム

防

集

【防潮堤を考える視点】
海岸利用（漁業・観光），
景観，生態系，維持管理，

費用対効果など

(2m以上浸水）

点

(非居住地）

災害復旧
（負担法）

<海岸の管理>
国：河川局・港湾局
水産庁・農村振興局

県・市

社会環境アセスメント 地域全体のコーディネート モラルハザード

仮定

●耐用年数60年
●維持管理費ゼロ

●kmあたり建設費は，防潮高さの3次関数を想定．

●60年間津波が超えない確率を，浸水確率として設定

●超過するとすべての農地が被害をうける

●農地のhaあたり被害額は3200億円と仮定．

●堤内地の奥行き：40m～1km

総費用＝建設費＋浸水確率＊農地被害額

緑の防潮堤

費用

建設＋維持管理↑
＋生態系・風景↓

高さ

財産価値（土
地利用）＊失
われる確率
（避難システ
ム）

被災前 L1 L2
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海が見える／チリ地震津波の経験／高齢化率


